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損保業界をあるべき姿に 
「有識者会議」が損サ部門軽視を批判 

損害保険業界は今、本来のあるべき姿を問われています。

ビッグモーター事件が浮き彫りにしたのは、損害保険の第

一義的な役割である「補償機能」の劣化と、その業務を担

う「損害サービス」部門の軽視でした。 

2024 年 6 月 25 日に発表された「損害保険業の構造的

課題と競争のあり方に関する有識者会議」報告書は、「営業

部門から支払管理部門に対する不当な介入」を取り上げる

とともに、「近年、保険会社が経営の効率化を進める中で、

支払管理部門がコストカットによる削減対象になりやすい」

と、損害サービス部門の人員削減を問題視しています。 

損保各社は、ディーラーの修理工場から提出される見積

書の金額をそのまま協定金額とする「簡易調査」を拡大し、

数多くの不正請求を見過ごしてきました。根底には、損保

会社の利益至上主義があります。なりふり構わず収入保険

料を拡大するとともに、人員の削減による高収益化を図っ

てきたのです。その際、営業部門と異なり不採算部門・コ

ストと見られかねない「損害サービス」部門は、容易にそ

のターゲットとなってしまいます。 

MS＆ADでは 6300人の人員削減 
三井住友海上やあいおいニッセイ同和損保を傘下に抱え

るMS&AD HDは、2026年3月末までに従業員を6,300

人減らすと宣言し着実に実行してきました。おそらく損害

サービス部門などがその対象となっているでしょう。 

三メガ体制発足後、損保ジャパンほか複数の会社で希望

退職の募集が実施されました。「希望退職」といいながら、

水面下で行われたのは指名解雇にも等しい「退職強要」で

した。「やめなさい」とは決して言いません。「この会社で

あなたの働いてもらうところはありません」と言うのです。 

大阪損保革新懇は下記のビラを配布、労働組合の違いを

超えて、退職強要を受けた仲間を励まし、退職を撤回させ

てきました。泣く泣くやめていく仲間をこれ以上つくって

はなりません。 
 

 

東京海上 HDでの弊害 
東京海上ホールディングス傘下の日新火災では 20 年前

から、営業の責任者が自動車事故の支払い決済を行う「サ

ービス支店」という機構になっています。独立したサービ

スセンターを廃止したのです。 

 

 
保険金支払いの決裁を、言わば「素人」である営業の責

任者が行う。一方、損害サービスの社員には権限がなくポ

ストもない。当然モチベーションは上がりません。 

これではたして適正な損害サービス業務が可能なのでし

ょうか。“日新火災の損害サービスは不採算部門だ”とい

う考えがもしあるとしたら、東京海上ホールディングスに

は、損保産業の社会的役割の認識が欠如していると言わな

ければなりません。 

批判を受けて、日新火災は東京本社など 24 の「サービ

ス支店」から「サービスグループ」を独立させ、課長級の損

サ社員が決済を行うようになっています。しかし 53 拠点

では営業の責任者が未だ支払いの決済を行っているのです。 

「有識者会議」報告書は、大手損保に対し「支払の正当

性に疑義が残る事案であっても、保険金を支払っているお

それがある」と批判し、「適切な保険金等支払管理態勢の構

築」を求めています。東京海上ホールディングスは、この

指摘にまともに答えられるでしょうか。 

地震保険が機能不全に 
これらは、「産業の劣化」の一部でしかありません。例え

ばある損保会社では火災保険の販売をやめる、またある損

保会社は、建築年数によって引き受けを拒否する、といっ

たことを平気で行っています。 

火災保険に入ることができなければ何が起こるのか。地

震保険に加入することができません。必ず火災保険とセッ

トで加入する必要があるからです。政府と共同で運営する

地震保険が機能不全となる。これでは「顧客本位の業務運

営」どころか、損保会社の体すら成していません。 

不祥事を逆手に取ったあらたな代理店切り 
損保代理店は保険募集の大半を担っています。直近の指

標では保険契約の 90･2％が代理店扱いです（「ファクトブ

ック 2024 日本の損害保険」日本損害保険協会）。それだ

けではありません。大災害では、多くの代理店が、自らが

被災しながらも契約者の安否確認と保険金支払いの援助に

全力をあげてきました。 

しかし、地域に密着して契約者のために奮闘する代理店

が、今存続の危機に立たされています。その原因は、①「代

理店手数料ポイント制度」、②それを梃子とした一方的な代

理店の統廃合にあります。この間、危惧しているのは、損

保会社自らの不祥事を逆手に取った、あらたな代理店切り

です。 

あいおいニッセイ同和損保の新納啓介社長は、ダイヤモ

ンドオンラインインタビューで、「対話の対象としている代

理店が約 8500 で、対話の結果、2500 の代理店は委託を

終了しました。6000 の代理店が対話を継続中です」

（25/03/12）と語っています。 

東京海上日動も同様の方針です。「品質評価結果に応じ、

各代理店に対して自立型モデル、分業型モデル、委託終了

のいずれかを適用する」（25/04/17 同社・社内通達）と

言います。 

今回の不祥事で問われたのは、ディーラー代理店など一

部の大型代理店をめぐる損保会社のガバナンスの問題でし

た。それを専業代理店の品質の問題にすり替えて、恣意的

な判断で中小代理店の切り捨てを図ろうとするわけです。 

社員と代理店は「パートナー」であってこそ 
社員のみなさんも大変だと思います。損保会社は、代理

店は「ビジネスパートナー」だと言います。会社からは、そ

の「パートナー」に対して、「対話」という名目で廃店強要

の「肩たたき」を強いられる。これではたして損保の仕事

に誇りを持てるでしょうか。 

地域に密着した優れた代理店が将来の展望を失えば、損

保会社自身もセーフティネットの役割を果たすことはでき

ません。 

損保産業の担い手は社員と代理店です。したがって、損

保会社が、社員と代理店に対する考え方を根本から変えな

い限り、国民に役立つ健全な損保産業として再生させるこ

とはできません。 

損保各社には何より〈社員を大切にする〉〈代理店ととも

にセーフティネットを守り発展させる〉という姿勢こそが

求められています。 

 

戦後８０年 
再び戦争保険は売らない 
かつて「戦争保険」が売られた時代がありました 
「戦争保険」とは、戦争によって被害を被った建物等の損

害を填補する火災保険です。政府は1941年（昭和16年）

12 月、太平洋戦争勃発直後に「戦争保険臨時措置法」を成

立させました。 

「日本損害保険協会」は、小冊子『戦争保険臨時措置法の

説明』で、「どうかこの仕事は、事務費持ち出しの仕事でご

ざいますが、国のために奉仕をするのだと云う心持で、運

用に遺憾なきを期せられたいと切望しております」と、損

害保険会社・社員や代理店に「奉仕」を強要しました。 
 

 

契約は 1000万件超に 
契約件数は 1,000 万件を超え、保険料は 7 億 3,860 万

円（現在の貨幣価値で約 2 兆 2,000 億円）でした。一方、

支払保険金は 462 億 7,660 万円（約 139 兆円）と、損

害率は 6265％となっています。実に 63 倍です。 

ただし戦後、財政再建のため国家補償を打ち切るという

「戦時補償特別措置法」の制定によって約半分の 235 億

円（約 70 兆円）が、保険金受領者の犠牲によって打ち切

られました。 
 

「戦争保険」の教訓 
私たちが思い起こす必要があるのは、戦争遂行の手段と

して、損害保険が、損保労働者が、そして代理店が、このよ

うないびつな形で利用されたということです。 

ですから、戦後、損保産業の再建に携わった人たちは、

「損保は平和産業！」を合言葉にしました。損害保険の科

学性や合理性を無視して、国の政策である戦争の流れに組

み込まれたときどんなひどい結果がもたらされるのか、身

にしみて感じたからでした。 
 

原発のリスクと戦争 
原発のリスクマネジメント 
損害保険には社会に存在する危険を数値化し社会に警告

するというリスクマネジメントの役割があります。リスク

マネジメントの本質は、事故が起こってからの対応ではな

くそれを起こさないためのリスクの的確な把握にこそあり

ます。 

損害保険で、ある事故のリスクを想定する際には、 

① 発生自体の予測不能性（事故が発生するか否か） 

② 発生時期の予測不能性（いつ発生するか） 

③ 発生程度の予測不能性（全損か分損か） 

を「大数の法則」に基づいて的確に把握する必要があり

ます。 
原発リスクはどうでしょう。原発については「大数の法

則」は適用されません。リスクの高さ、巨大さがはかりし

れないからです。原発事故というのは自動車事故や飛行機

事故と違って「空間的」にも「時間的」にも「社会的」にも

限度がない、特別の「異質の危険」といえます。 
 

原発が攻撃を受けたら 

第二次安倍政権

以降、日本政府は集

団的自衛権の行使

や敵基地攻撃能力

を容認するように

なり、長射程ミサイ

ル中心の大軍拡を

進めています。これ

を自国への脅威と

取る国も出てきま

す。それは、互いに

軍備を増強・拡大す

るという悪循環を

招きます。 

日米同盟が強化

されていくもとで、

アメリカが起こす

戦争に引き込まれ、日本が多大な戦禍を被ってしまう恐れ

もあります。 

日本列島の各地に原子力発電所が存在する状況では、攻

撃された際の惨事は計り知れないものとなります。 
 

平和であってこその損保産業です 

永久保存版 退職強要をはねかえす４か条 

1 
本人の同意なしに退職を強要はできません       

「私はこの会社に残ります」 

この一言があなたと家族を守ります 

2 それでも退職に同意を求められたら 

「これ以上の説得や面談はやめてください」と、きっぱり 

3 
さらに退職を迫られたら 

「労働基準監督官か弁護士に相談します」と 

レッドカードを出しましょう 

4 
労働法は「不利益扱い」を禁止しています 

一人で悩まずみんなで相談を 

悩んでいるのはみんな同じです。仲間と相談しましょう 

「一人は万人のために 万人は一人のために」―健全な損保産業の再生を 
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消費税減税で暮らし応援、景気の回復も！ 
物価高騰の中、消費税減税を訴える声が強まっています。 

税制の在り方として、生計費非課税・応能負担という原則

が重要とされています。生計費非課税とは、生活に最低限

必要な経費には税金をかけないということです。給与や年

金などの所得については、基礎控除や配偶者控除・扶養控

除などが行われるのはこの原則を具体化したものです。応

能負担というのは、負担能力に応じて税負担を課すという

ことです。 

消費税は、どんなに低所得の人であっても負担を強いら

れる税で生計費非課税の原則に反するばかりか、低所得者

ほど所得に占める税の割合が高くなり、応能の原則にも反

する税金です。物価高のもと、多くの人が、生活の困窮を

訴える中で、歪んだ税制である消費税を廃止することが必

要です。とりわけ、緊急対策として５％に引き下げること

が有効な生活改善策です。 

税制を正すうえで、重要なのは、消費税廃止に向けた財

源の確保です。負担能力がある大企業や富裕層に応分の税

負担を求めることで財源の確保は可能となります。 

大企業向けの減税措置で、大企業の法人税の実質負担率

は 10･0％と、小規模企業（18･5％）、中堅企業（20･6％）

の半分程度と低くなっています。 

 
また、所得が１億を超えるような富裕層は、株式売却等

の利益が所得の多くを占めています。株式売却益の所得税

は 15％しか課税されず、他の所得を加算した全体でも、税

負担率は 15～20％でしかありません。 

 

社会保障の充実で経済の立て直しを 
高齢化が年々進む中で、社会保障の予算は必然的に増加

することが避けられません。その自然増を抑えようと、社

会保障の改悪がすすめられてきました。 
 

介護では、提供体制の崩壊で介護制度の危機が進行して

います。ケア労働者の賃金は長らく他産業より低い水準

におかれてきました。長時間労働もあり、ホームヘルパー

などの介護人材の不足と経営悪化による介護事業所の撤

退・廃業・倒産が続出しています。今、介護事業所ゼロや

不足する地域が生まれています。 
 

医療では、病院の 6 割が赤字に陥り、診療科や入院患者

の受け入れを減らす、救急医療が廃止されるなどの事態

が、広がっています。ボーナスカットや賃下げで、医療従

事者の”大量離職”も起きています。日本の医療は崩壊の

一歩手前の緊急事態です。 

 

 
年金では「マクロ経済スライド」＝年金額を物価上昇よ

り下回らせる制度によって、第2次安倍政権以後の13年

間で、公的年金は実質 8･6％も削減されました。 
＜マクロ経済スライド＞ 

賃金・物価の上昇率が大きい

場合、マクロ経済スライドによ

る調整が行われ、年金額の上昇

が抑えられます。 

賃金・物価の上昇率が小さ

く、マクロ経済スライドによる

調整を適用すると年金額がマ

イナスになってしまう場合は、

年金額の改定は行われません。 

賃金・物価が下落した場

合、マクロ経済スライドによる

調整は行われません。結果とし

て、年金額は賃金・物価の下落

分のみ引き下げられます。 

  

社会保障は重要な経済要素 
年金・介護・医療など社会保障は、国民の大切な権利で

あると同時に、経済の重要な部分を占めています。 

公的年金は、全国 46 道府県で「県民所得」の 10％以上

を占め、26 県で「家計最終消費支出」の 20％以上となる

など、地域の経済と消費の重要な柱です。その年金が削減

され、医療や介護の負担が増えることは、家計の所得を減

らし、生活不安・将来不安を増大させ、経済に大きなマイ

ナスとなります。年金を物価の値上がりや賃金の上昇に追

いつかせる、年金引き上げが必要です。 

 

憲法第 25 条第 2 項には 「国は、すべての生活部面に

ついて、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進

に努めなければならない。」とあります。 

軍事費の拡大をやめ、憲法を活かし、社会保障の充実に

こそ、足を踏み出すべきです。 

大企業、富裕層へ適正な負担を求め。税の原則である応

能負担を実行すれば、社会保障の充実は可能です。 
 

 

 
 

政治をゆがめる企業献金 
「企業・団体献金禁止」の声は、どの世論調査でも多数

派です。過半数を超えている調査もあります。 

自民党は、「献金の影響で政策がゆがめられることはな

い」と強調しますが、会員企業に献金を呼びかける経団連

の政策提言の多くは要求通り実現しています。 

歴代会長が政府の経済財政諮問会議の民間議員に就くな

ど内閣の重要政策にも影響力を持つ「経団連（日本経済団

体連合会）」は、毎年秋、与野党の政策を評価し、会員企

業が献金先の政党を選ぶ目安として公表しています。政治

献金はいったん中止していましたが、自民党の政権復帰後

に会員企業の献金呼びかけを復活させました。その後、

11 年連続で与党の政策を「高く評価」し、自民党に対す

る企業・団体献金の多くを支えてきています。 

他方、国民が充実を望む医療・介護については「病床削

減を早急に実施する医療機関」を支援するなど、「全世代

型社会保障」を掲げて切り捨てる方向を示しました。 

経団連加盟の大企業から巨額献金を受け取る自民党の政

権が、その見返りとして経団連の言いなりに大企業支援を

ばらまき、国民にしわ寄せをするという構図です。 

企業団体献金の総額は年間 50億円  

2023 年に主要政党に献金をしたのは、全国の 1 万

1155 の企業や団体。総額は 50 億円にものぼります。 

 

 

大きな額を献金しているのは一部の企業や業界団体で、

大半は年間献金額 50 万円未満の「小口」です。 

そして献金先の 97％（金額ベースで 96％）は自民党

です。 
企業・団体数 総額 献金先 

100,783 社 477千万円 自民党 

226社 11 千万円 立憲民主党 

58 社 6 千万円 国民民主党 

38 社 2 千万円 公明党 

 

 企業・団体献金の見返りは政策だけではありません。法

人税減税もあります。2012 年から 23 年までの 12 年間

で大企業の税引前利益は 2･6 倍になりました。法人税は

1･8 倍ですから、9 兆円以上の減税になります。内部留

保は 200 兆円積み増しされています。消費税の５％への

減税の十分な財源になります。 

 

「2023年政治献金の多い企業･団体」303 から 
東洋経済 https://toyokeizai.net/articles/-/876799 

順位 企業・団体名 献金額（円） 

1 （一社）日本自動車工業会 78,000,000 

2 （一社）日本電機工業会 77,000,000 

3 （一社）日本鉄鋼連盟 70,000,000 

4 トヨタ自動車（株） 50,000,000 

〃 住友化学（株） 50,000,000 

〃 石油連盟 50,000,000 

27 東京海上日動火災保険（株） 18,440,000 

51 損害保険ジャパン（株） 13,000,000 

55 三井住友海上火災保険（株） 12,200,000 

82 あいおいニッセイ同和損害保険（株） 8,800,000 

 

 

大阪損保革新懇ニュース 

2025 夏特集号 

大阪損保革新懇 
エスペランサ瓦町４F 06-6232-1095 

選択的夫婦別姓の早急な実現を！ 
 

いま、世界で夫婦同姓を法律で義務づけている国は日本

だけです。国民世論も、7 割以上が選択的夫婦別姓制度の

導入に賛成し、日本経済団体連合会（経団連）も制度の導

入を求めて政府に提言を出しました。 
 

世界経済フォーラムが 6 月 12日に発表した 2025年

度のジェンダーギャップ指数（男女格差指数）は、148 カ

国中 118 位です。 

国連の女性差別撤廃委員会も、日本政府に対して繰り返

し、法律で夫婦同姓を義務付けることは女性差別であり、

ただちに改正すべきだと勧告しています。 
 

結婚時に改姓するのは現在も女性が 95％です。姓の変

更を強制していることは、仕事や社会生活を送る上での

様々な不便・不利益をもたらし、自分のアイデンティティ

を奪われると感じるなど、個人の尊厳を脅かしています。 
 

選択的夫婦別姓制度は別姓を強制するものではなく、選

ぶ自由を保証する制度です。早期の導入が望まれます。 

物価高からくらしを守る 

あなたのご意見・ご感想・ご相談 

をお寄せください。 
URL: https://forms.gle/4DefsfMA2cMbpi6XA 

 

上記 URL もしくは右の QR コードを 

読み込んでください。 

日本年金機構 https://www.nenkin.go.jp/service/jukyu/seido/kyotsu/kaitei/20150401-02.html 

https://toyokeizai.net/articles/-/876799
https://forms.gle/4DefsfMA2cMbpi6XA
https://www.nenkin.go.jp/service/jukyu/seido/kyotsu/kaitei/20150401-02.html

